２００８年人事委員会勧告に対する声明

2008年10月7日

長野県高等学校教職員組合執行委員会

県人事委員会は10月6日、県職員の給与改定として月例給及び期末・勤勉手当ともに据え置くことを中心とする給与等の勧告と報告を行いました。

燃料費の高騰と諸物価の大幅な値上がりにより県職員の生活がより一層厳しさを増している中、不十分な民間調査による公民比較の結果から据え置く勧告をしたことは、到底認めることができない内容です。

　また、燃料費高騰のなか私たちの切実な要求でもあった自家用自動車の通勤手当の改善については全く触れていません。自宅に係る住居手当については、「国と本県の職員の支給状況がおおきく異なっている。」として直ちに廃止することは困難としつつも、その上で、国、他県の状況を注視していくとして人事院の言う来年度廃止の方向で検討すると言うことに含みをもたせました。

　くわえて重大なことは、県教委からの要請を受ける形で「義務教育等教員特別手当」削減報告を強行したことです。長野高教組は県公務労組連絡会での削減しないようにとの申し入れや県教組と共同の申し入れを行なってきましたが、これらを無視して、支給額の引き下げを報告に盛り込みました。長時間過密労働の中、教職員の生活と権利を保障し、必要な人材を確保し教育の内容の向上を願う父母・県民の切実な願いと相容れない許しがたい報告です。

　一方、報告では職員の勤務時間を人事院勧告に準じて、これまでの行政サービスの維持と行政コストの増加を招かないことの条件つきながら1日7時間45分、1週38時間45分に改定することが適当として時間短縮の報告を行いました。人事委員会はその説明の中で、2007年度の民間の勤務時間数が2004年度から2006年度までの時間数を上回っていることを挙げて勧告にしなかった理由にしています。そのこと自体不当なことですが、時間短縮の課題は、私たちが長年要求してきたことの反映であり大きな成果です。今後どこの時間帯を短縮させるかなど具体化に向けては大きな課題があります。私たちは実質的に時間短縮につながる方向を目指して県当局及び県教委との交渉など奮闘する決意です。

　私たちはこの間、県公務労組連絡会、県地公労共闘会議に結集し全県から約20000筆の署名(地公労集約)を人事委員会に提出し、再三申し入れや要請を実施し、たたかいをすすめてきました。今後地方確定闘争の中で実質勤務時間短縮、教員特殊業務手当の増額など賃金手当の改善を実現させるため総力を挙げて奮闘する決意です。

　

　　　　

